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学術ネットワークから政府間フォーラムへ
アジア太平洋の地域経済協力は、経済学者と実業家から始まりました。太
平洋経済協力会議（Pacific Economic Cooperation Council、PECC）は、政府
と産業界の研究者や意思決定者を結び付ける加盟委員会のネットワークで
す。1980年、日本の大平正芳首相とオーストラリアのマルコム・フレー
ザー首相の提唱により設立され、同年、最初の総会がオーストラリアで開
かれました。PECCは、政府間協力の地ならしの多くを担いました。1 その
国際事務局は現在、シンガポール西部のケント・リッジに所在していま
す。2 PECCは、こうした議論から生まれた公式フォーラムにおいてオブ
ザーバーの地位を有しています。3

そのフォーラムが、アジア太平洋経済協力（APEC）です。最初の会合は
1989年11月、閣僚レベルでキャンベラにおいて開かれ、12のエコノミーが
参加しました。その後、参加エコノミーは太平洋の両岸にわたる21に増
え、米国、中国、日本、ロシア、オーストラリア、ASEANの主要国などが
名を連ねています。4 APECには条約上の根拠がなく、決定はコンセンサス
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で行われます。参加メンバーは自らを「エコノミー」と称しています。こ
の表現により、中国香港（Hong Kong, China）とチャイニーズ・タイペイ
が主権国家と同じテーブルにつくことが可能になっています。

早くから開催地となったシンガポール
シンガポールはAPECの創設エコノミーの一つであり、1990年7月に第2回
閣僚会議を主催しました。当時の首相はまだリー・クアンユーでした。5

経済的な論理は明快でした。貿易額が生産額の数倍に上る都市にとって、
太平洋全域で開かれた市場を推進するフォーラムは、あらゆる意味で利益
となります。政治的な論理も同様に明確でした。APECは冷戦終結期に米
国を東アジアの経済秩序に結び付けるものであり、第F部第IV章で述べる
バランス戦略に合致していたのです。

1992年に閣僚が常設事務局の設置を決定した後、APEC事務局は1993年にシ
ンガポールで業務を開始しました。6 この選択により、シンガポールは、
首脳会議の開催地がメンバー間で持ち回りとなる組織の中で、恒常的な役
割を得ることになりました。2009年11月には、リー・シェンロン首相の下
で首脳会議そのものを主催しています。7

事務局とその職員
APEC事務局は小規模な組織です。公式の説明によれば、参加エコノミー
から出向したプログラム・ディレクターの小さなチームが、専門業務や支
援業務を担う職員の補佐を受けて運営しています。その任務は調整と支援
です。具体的には、会議の準備、APECの資金によるプロジェクトの管
理、記録の保管、年間予算の管理を行っており、近年の予算は250件を超
えるプロジェクトを対象としています。2002年には品質マネジメントの
ISO 9001認証を取得しました。これは当時の政府間組織の事務局としては
異例の措置でした。8
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事務局の指導体制は2010年に性格を変えました。2009年までは、その年の
開催エコノミーが事務局長のポストを占めていたため、トップは議長国と
ともに毎年交代していました。2010年以降、事務局長は3年の固定任期で
任命されています。9 この改革により、事務局には継続性と専門的な顔が
もたらされました。同時に、APECの組織としての記憶が保管される場所
としてのシンガポールの地位も強化されました。

政策支援ユニット
APEC閣僚は2007年9月に政策支援ユニット（Policy Support Unit）を設置
し、同ユニットは2008年からフォーラムの調査・分析部門として活動を始
めました。10 ユニットはシンガポールの事務局内に置かれています。貿易
円滑化、サービス、構造改革、デジタル経済に関する研究を行うほか、参
加エコノミーが共同の約束に沿ってどこまで前進したかを監視していま
す。近隣諸国の開放性に依存する都市にとって、地域経済政策を扱う常設
の調査ユニットは、それ自体が有益な隣人です。その分析担当者、デー
タ、ワークショップが、シンガポールの省庁、大学、シンクタンクの議論
に活かされるからです。

金融にとってのAPECの意味
APECは何よりも貿易のフォーラムです。その創設時の大志は1994年のボ
ゴール目標に表れています。同目標は、先進エコノミーについては2010年
までに、途上エコノミーについては2020年までに、地域における自由で開
かれた貿易と投資を実現することを目指していました。11 APEC自身の数
字によれば、この地域の人口は約29.5億人で、2021年には世界のGDPの約
62％、世界貿易の48％を占めていました。参加エコノミー間の平均関税率
は1989年の17％から2021年には5.3％に低下し、同じ期間に地域の実質GDP
は19兆米ドルから52.8兆米ドルに増加しています。12
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金融は、財務大臣による別個のトラックを通じてAPECに加わりました。
このトラックは1990年代半ばから定期的に会合を開き、資本市場の育成、
インフラ・ファイナンス、金融包摂を取り上げてきました。13 金融分野で
の成果は、貿易分野と比べれば控えめです。APECは拘束力のあるルール
を作らず、監督権限も独自の基金も持っていません。シンガポールの金融
センターにとってのAPECの価値は、別のところにあります。すなわち、
当局者間の定期的な接触の習慣、作業部会が生み出すソフトな基準、そし
てこの都市を地域の経済行政担当者にとって自然な会合の場とする事務局
の存在です。

注

Wikipedia, “Pacific Economic Cooperation Council”（2026年11月最終閲
覧）：1980年に大平正芳首相とマルコム・フレーザー首相の提唱に
より設立。最初の総会（PECC I）は1980年にオーストラリアで開
催。政府と産業界の識者と意思決定者を結び付ける加盟委員会の
ネットワーク。 ↩

Pacific Economic Cooperation Council、ウェブサイト（pecc.org、2026年
11月最終閲覧）、フッター：“29 Heng Mui Keng Terrace, Block A, 7th
Floor, Singapore 119620”。 ↩

Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）：APECには、ASEAN、太平洋諸島フォーラム、太平洋経済協力
会議の3つの公式オブザーバーがある。 ↩

Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）：“This led to the first meeting of APEC in the Australian capital of
Canberra in November”。Wikipedia, “Asia-Pacific Economic
Cooperation”（2026年11月最終閲覧）：1989年のキャンベラ会合には
12か国の閣僚が出席した。“Currently, APEC has 21 members.”。 ↩
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Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）、会合一覧表：第2回会合は1990年7月29日から31日までシンガ
ポールで、リー・クアンユー首相の下で開催。 ↩

1992年9月にバンコクでAPEC閣僚が事務局の設置を決定し、1993年に
シンガポールで事務局が開設されたことについては、APEC事務局の
沿革および1992年のBangkok Declaration on APEC Institutional
Arrangements（apec.org）を参照。 ↩

Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）、会合一覧表：第17回会合は2009年11月14日から15日までシンガ
ポールで、リー・シェンロン首相の下で開催。 ↩

APEC事務局（APEC Secretariat）, “APEC Secretariat”（apec.org、2026年
11月最終閲覧）：“The APEC Secretariat is based in Singapore”。事務局
は“is staffed by a small team of program directors, seconded from APEC
member economies”。APEC事務局, “APEC Secretariat”（apec.org、2026年
11月最終閲覧）：“APEC's annual budget is also administered by the APEC
Secretariat”であり、事務局は250件を超えるAPECの資金によるプロ
ジェクトを監督している。APEC事務局, “APEC
Secretariat”（apec.org、2026年11月最終閲覧）：“In 2002, the APEC
Secretariat obtained ISO 9001 Quality Management Certification”。 ↩

APEC事務局（APEC Secretariat）, “APEC Secretariat”（apec.org、2026年
11月最終閲覧）：“Up until 2009, host economy filled the position of
executive director”。“From 2010, the appointment of an executive director is
made on a three-year fixed-term basis”。現事務局長はエドゥアルド・ペ
ドロサ（Eduardo Pedrosa）。 ↩

Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）：“The Policy Support Unit (PSU) was established by APEC Ministers in
September 2007”。2008年に活動開始。 ↩

Wikipedia, “Asia-Pacific Economic Cooperation”（2026年11月最終閲
覧）：“APEC leaders adopted the Bogor Goals, which aimed for free and
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open trade and investment in the Asia-Pacific”。目標年は先進エコノミー
が2010年、途上エコノミーが2020年。 ↩

APEC, “Achievements and Benefits”（apec.org、2026年11月最終閲覧）：
人口約29.5億人、“approximately 62 percent of world GDP”および“48
percent of world trade in 2021”。平均関税率は“from 17 percent in 1989 to
5.3 percent in 2021”。実質GDPは“from USD 19 trillion in 1989 to USD 52.8
trillion in 2021”。 ↩

1994年に創設されたAPEC財務大臣プロセス（APEC Finance Ministers'
Process）と、2015年のセブ行動計画（Cebu Action Plan）やアジア太
平洋金融フォーラム（Asia-Pacific Financial Forum）を含むその後の取
組みについては、APEC Finance Ministers' Processのページ（apec.org）
を参照。 ↩
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